
 

 

 

 

 

令 和 ７ 年 

綾瀬市議会９月定例会議案 

 

 

 

 

 

 
 

 

綾  瀬  市 

 

 



目              次 

番 号 題 名 ページ 

議 案 

４２ 令和６年度綾瀬市一般会計歳入歳出決算の認定について 別 冊 

４３ 
令和６年度綾瀬市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定に
ついて 

別 冊  

４４ 
令和６年度綾瀬市介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定につい
て 

別 冊 

４５ 
令和６年度綾瀬市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算の認定

について 
別 冊 

４６ 令和６年度綾瀬市公共下水道事業会計決算の認定について 別 冊 

４７ 綾瀬市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 ３ 

４８ 
綾瀬市一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正
する条例 

９ 

４９ 綾瀬市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 １２ 

５０ 
綾瀬市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例 
１５ 

５１ 綾瀬市下水道条例の一部を改正する条例 １６ 

５２ 
工事請負契約の締結について（令和７年度（仮称）早川コミュニテ
ィ供用施設建設工事（建築）） 

１７ 

５３ 
工事請負契約の変更について（令和６年度（仮称）蓼川コミュニテ
ィ供用施設建設工事（建築）） 

１８ 

５４ 工事請負契約の変更について（令和６年度光綾公園南側整備工事） １９ 

５５ 
工事請負契約の変更について（令和６年度綾瀬市立綾西小学校空調

設備機能復旧工事） 
２０ 

５６ 動産の取得について（綾瀬市内ＬＥＤ防犯灯） ２１ 

５７ 動産の取得について（綾瀬スポーツ公園多目的広場人工芝） ２２ 

５８ 指定管理者の指定について（綾瀬市立もみの木園） ２３ 

５９ 令和７年度綾瀬市一般会計補正予算（第４号） 別 冊 

６０ 令和７年度綾瀬市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 別 冊 

報 告 

８ 令和６年度綾瀬市一般会計継続費精算報告書について ２４ 

９ 
令和６年度決算に基づく健全化判断比率及び公営企業の資金不足比
率について 

２６ 

 



                 

 

            第４７号議案 

 

綾瀬市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

 

綾瀬市個人番号の利用に関する条例（平成２７年綾瀬市条例第２４号）の一部を次

のように改正する。 

題名を次のように改める。 

   綾瀬市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例 

 第１条中「個人番号の利用」の次に「及び法第１９条第１１号の規定に基づく特定

個人情報の提供」を加える。 

 第３条中「利用」の次に「及び特定個人情報の提供」を加える。 

第４条第４項中「前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３

項の次に次の１項を加える。 

４ 市長又は教育委員会は、法別表の各項の下欄に掲げる事務又は準法定事務を処理

するために必要な限度で、市の事務を処理するために利用する情報システムの機能

であって住登外者（住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づき本市の住

民基本台帳に記録されていない者をいう。以下同じ。）を特定する固有の番号を付

番し、管理するもの（以下「住登外者宛名番号管理機能」という。）による住登外

者の情報の管理に関する情報（以下「住登外者宛名情報」という。）であって自ら

が保有するものを利用することができる。 

第５条を第６条とし、第４条の次に次の１条を加える。 

（特定個人情報の提供） 

第５条 法第１９条第１１号の条例で定める特定個人情報を提供する場合は、別表第

３の第１欄に掲げる機関が、同表の第３欄に掲げる機関に対し、同表の第２欄に掲

げる事務を処理するために必要な同表の第４欄に掲げる特定個人情報の提供を求め

た場合において、同表の第３欄に掲げる機関が当該特定個人情報を提供するときと

する。 

２ 前項の規定による特定個人情報の提供があった場合において、他の条例、規則そ

の他の規程の規定により当該特定個人情報と同一の内容の情報を含む書面の提出が

義務付けられているときは、当該書面の提出があったものとみなす。 
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別表第１中１の項を削り、２の項を１の項とし、３の項から７の項までを１項ずつ

繰り上げ、同表に次のように加える。 

７ 教育委員会 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による就学援助に関

する事務であって規則で定めるもの 

８ 教育委員会 特別支援教育就学奨励費の給付に関する事務であって規則で

定めるもの 

９ 教育委員会 綾瀬市奨学金条例（昭和５５年綾瀬市条例第９号）による奨

学金の給付に関する事務であって規則で定めるもの 

１０ 市長 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理に関

する事務であって規則で定めるもの 

１１ 教育委員会 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理に関

する事務であって規則で定めるもの 

 別表第２を次のように改める。 

別表第２（第４条関係） 

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

による地域生活支援事業の実施

に関する事務であって規則で定

めるもの 

次に掲げる情報であって規則で定める

もの 

(1) 生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）による保護の実施又は

就労自立給付金の支給に関する情

報（以下「生活保護関係情報」と

いう。) 

(2）生活に困窮する外国人に対する

保護の実施又は安定した職業に就

いたことその他の事由により保護

を必要としなくなった者に対する

給付金の支給に関する情報（以下

「生活困窮外国人の保護関係情報

」という。） 
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  (3) 中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律（平成６年法律第

３０号）による支援給付又は配偶

者支援金に関する情報（以下「中

国残留邦人等支援給付等関係情報

」という。） 

(4) 地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）その他の地方税に関する

法律に基づく条例の規定により算

定した税額又はその算定の基礎と

なる事項に関する情報（以下「地

方税関係情報」という。） 

(5) 住登外者宛名情報 

２ 市長 神奈川県在宅重度障害者等手当

支給条例による手当の支給に関

する事務であって規則で定める

もの 

次に掲げる情報であって規則で定める

もの 

(1) 地方税関係情報 

(2) 住登外者宛名情報 

３ 市長 社会福祉法人等による介護保険

サービス利用者負担軽減制度に

関する事務であって規則で定め

るもの 

次に掲げる情報であって規則で定める

もの 

(1) 生活保護関係情報 

(2) 生活困窮外国人の保護関係情報 

(3) 地方税関係情報 

(4) 住登外者宛名情報 

４ 市長 綾瀬市ひとり親家庭等の医療費

助成に関する条例による医療費

助成に関する事務であって規則

で定めるもの 

次に掲げる情報であって規則で定める

もの 

(1) 生活保護関係情報 

(2) 生活困窮外国人の保護関係情報 
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  (3）中国残留邦人等支援給付等関係

情報 

(4) 地方税関係情報 

(5) 国民健康保険法（昭和３３年法

律第１９２号）又は高齢者の医療

の確保に関する法律（昭和５７年

法律第８０号）による医療に関す

る給付の支給又は保険料の徴収に

関する情報であって、国民健康保

険の被保険者の資格に関する情報

（以下「国民健康保険資格関係情

報」という。） 

(6) 住登外者宛名情報 

５ 市長 綾瀬市こども医療費助成条例に

よる医療費助成に関する事務で

あって規則で定めるもの 

次に掲げる情報であって規則で定める

もの 

(1) 生活保護関係情報 

(2) 生活困窮外国人の保護関係情報 

(3) 地方税関係情報 

(4) 国民健康保険資格関係情報 

(5) 住登外者宛名情報 

６ 市長 綾瀬市重度障害者医療費助成条

例による医療費助成に関する事

務であって規則で定めるもの 

次に掲げる情報であって規則で定める

もの 

(1) 生活保護関係情報 

(2) 生活困窮外国人の保護関係情報 

(3）中国残留邦人等支援給付等関係

情報 

(4) 地方税関係情報 

(5) 国民健康保険資格関係情報 

(6) 住登外者宛名情報 

別表第２の次に次の１表を加える。 
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別表第３（第５条関係） 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

１ 教育委員会 学校教育法による

就学援助に関する

事務であって規則

で定めるもの 

市長 次に掲げる情報であって規

則で定めるもの 

 (1) 生活保護関係情報 

 (2) 生活困窮外国人の保

護関係情報 

 (3) 地方税関係情報 

 (4) 住登外者宛名情報 

２ 教育委員会 特別支援教育就学

奨励費の給付に関

する事務であって

規則で定めるもの 

市長 次に掲げる情報であって規

則で定めるもの 

 (1) 生活保護関係情報 

 (2) 生活困窮外国人の保

護関係情報 

(3) 地方税関係情報 

 (4) 住登外者宛名情報 

３ 教育委員会 綾瀬市奨学金条例

による奨学金の給

付に関する事務で

あって規則で定め

るもの 

市長 次に掲げる情報であって規

則で定めるもの 

 (1) 生活保護関係情報 

 (2) 生活困窮外国人の保

護関係情報 

 (3) 地方税関係情報 

(4) 住登外者宛名情報 

４ 市長 住登外者宛名番号

管理機能による住

登外者の情報の管

理に関する事務で

あって規則で定め

るもの 

教育委員会 住登外者宛名情報であって

規則で定めるもの 
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５ 教育委員会 住登外者宛名番号

管理機能による住

登外者の情報の管

理に関する事務で

あって規則で定め

るもの 

市長 住登外者宛名情報であって

規則で定めるもの 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

  令和７年９月１日提出 

 

                         綾瀬市長 橘 川 佳 彦 

 

（提案理由） 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の改正に

伴い独自利用事務の一部を削除するとともに、新たに独自利用事務を追加するため、

所要の改正をいたしたく提案するものであります。 
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第４８号議案  

 

綾瀬市一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する 

条例 

 

綾瀬市一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例（昭和５６年綾瀬市条例第２

号）の一部を次のように改正する。 

第１２条の２第１項中「第１５条」を「第１６条」に改める。 

第１２条の４第１項中「勤務時間の」の次に「全部又は」を加え、同条第２項を次

のように改める。 

２ 子育て部分休暇の承認の請求をしようとする職員は、１年度ごとに、あらかじめ、

次の各号に掲げる範囲内のうちいずれの範囲内で当該期間における子育て部分休暇

の承認の請求をするかを任命権者に申し出るものとする。 

(1) １日につき２時間を超えない範囲内 

(2) １年度につき７７時間３０分（育児短時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤

務職員及び任期付短時間勤務職員にあつては、その者の勤務日１日当たりの勤務

時間数に１０を乗じて得た時間）を超えない範囲内 

 第１２条の４中第３項を第５項とし、第２項の次に次の２項を加える。 

３ 前項の規定による申出をした職員は、規則で定める特別の事情がある場合に限り、

当該申出の内容を変更することができる。 

４ 第２項の規定による申出をした職員は、当該申出をした範囲内（前項の規定によ

る変更をした場合にあつては、その変更後のもの）において、第１項の規定による

子育て部分休暇の承認の請求をすることができる。 

第１８条を第１９条とし、第１７条を第１８条とし、第１６条を第１７条とし、第

１５条第１項中「申告、請求又は申出（次条において「請求等」という。）」を「請

求等」に改め、同条を第１６条とし、第１４条の次に次の１条を加える。 

（妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等） 

第１５条 任命権者は、綾瀬市職員の育児休業等に関する条例（平成４年綾瀬市条例

第１５号）第１２条第１項の措置を講ずるに当たつては、同条の規定による申出を

した職員（以下この項において「申出職員」という。）に対して、次に掲げる措置
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を講じなければならない。 

(1) 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「出生時

両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

(2) 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」という。）に係

る申出職員の意向を確認するための措置 

(3) 職員の育児休業等に関する条例第１２条の規定による申出に係る子の心身の状

況又は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因して当該子の出生の日以後に発

生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる

事情の改善に資する事項に係る申出職員の意向を確認するための措置 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項において「対象職員

」という。）に対して、規則で定める期間内に、次に掲げる措置を講じなければな

らない。 

(1) 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「育児期

両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

(2) 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認するための措置 

(3) 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員の家庭の

状況に起因して発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との

両立の支障となる事情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するため

の措置 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確認した事項の取

扱いに当たつては、当該意向に配慮しなければならない。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の

日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 職員は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前においても、改正後

の第１２条の４第１項から第４項までの規定の例により、同条第２項各号のいずれ

かの範囲内で子育て部分休暇の請求をするかの申出をし、その範囲内（同条第３項

の規定の例により当該申出の内容の変更をした場合にあっては、その変更後のもの
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）で施行日以後における子育て部分休暇の請求をすることができる。 

３ 改正後の第１２条の４第２項第２号に掲げる範囲内において、施行日から令和８

年３月３１日までの間における子育て部分休暇の承認の請求をする場合における同

条の規定の適用については、同号中「７７時間３０分」とあるのは「３８時間４５

分」と、「１０」とあるのは「５」とする。 

  令和７年９月１日提出 

 

綾瀬市長 橘 川 佳 彦  

 

（提案理由） 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の改正等

に伴い、所要の改正をいたしたく提案するものであります。 
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第４９号議案  

 

綾瀬市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

綾瀬市職員の育児休業等に関する条例（平成４年綾瀬市条例第１５号）の一部を次

のように改正する。 

第１条中「及び第２項の」を「から第３項まで及び第５項の」に改める。 

第８条第２号中「及び勤務日ごとの勤務時間」及び「（以下「定年前再任用短時間

勤務職員等」という。）」を削り、「除く。」の次に「次条において同じ。」を加え

る。 

第９条の見出しを「（第 1号部分休業の承認）」に改め、同条第１項を次のように

改める。 

 育児休業法第１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定す

る部分休業（以下「第１号部分休業」という。）の承認は、３０分を単位として行

うものとする。 

第９条第２項及び第３項中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条の次に

次の４条を加える。 

（第２号部分休業の承認） 

第９条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同条第１項

に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認は、１時間を単位

として行うものとする。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該

各号に定める時間数の第２号部分休業を承認することができる。 

(1) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であって、

当該勤務時間の全てについて承認の請求があったとき 当該勤務時間の時間数 

(2) 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって、当該残時

間数の全てについて承認の請求があったとき 当該残時間数 

（育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間） 

第９条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間は、毎年４月１日

から翌年３月３１日までとする。 

（育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として条例で
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定める時間） 

第９条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準とし

て条例で定める時間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める時

間とする。 

(1) 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

(2) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１０を乗じて

得た時間 

（育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情） 

第９条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者が負傷

又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条第２項の規定に

よる申出時に予測することができなかった事実が生じたことにより同条第３項の規

定による変更（以下「第３項変更」という。）をしなければ同項の職員の小学校就

学の始期に達するまでの子の養育に著しい支障が生じると任命権者が認める事情と

する。 

第１０条中「部分休業」を「育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業」に改

める。 

第１１条を次のように改める。 

（部分休業の承認の取消事由） 

第１１条 育児休業法第１９条第６項において準用する育児休業法第５条第２項の条

例で定める事由は、職員が第３項変更をしたときとする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の

日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第５

号）による改正後の地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号）第１９条第２項第２号に掲げる範囲内において、この条例の施行の日から令和

８年３月３１日までの間における部分休業の承認の請求をする場合における改正後

の第９条の４の規定の適用については、同条第１号中「７７時間３０分」とあるの
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は「３８時間４５分」と、同条第２号中「１０」とあるのは「５」とする。 

  令和７年９月１日提出 

 

綾瀬市長 橘 川 佳 彦  

 

（提案理由） 

地方公務員の育児休業等に関する法律の改正等に伴い、所要の改正をいたしたく提

案するものであります。 
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第５０号議案 

 

綾瀬市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例 

 

綾瀬市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

６年綾瀬市条例第２８号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。

）第３４条の８の２第１項の規定に基づき、放課後児童健全育成事業の設備及び運

営に関する基準を定めるものとする。 

 （暴力団排除） 

第２条 放課後児童健全育成事業を行う者は、綾瀬市暴力団排除条例（平成２３年綾

瀬市条例第９号）第２条第２号に掲げる暴力団、同条第４号に掲げる暴力団員等又

は同条第５号に掲げる暴力団経営支配法人等であってはならない。 

 （放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準） 

第３条 法第３４条の８の２第１項に基づき条例で定める放課後児童健全育成事業の

設備及び運営に関する基準は、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基

準（平成２６年厚生労働省令第６３号）に定める基準の例による。 

 （委任） 

第４条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

  令和７年９月１日提出 

 

                        綾瀬市長 橘 川 佳 彦 

 

 （提案理由） 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例について、規定

の整備を図るため、所要の改正をいたしたく提案するものであります。 
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第５１号議案  

 

綾瀬市下水道条例の一部を改正する条例 

 

綾瀬市下水道条例（昭和５４年綾瀬市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１項中「が専属するものとして」を「を選任し、」に、「受けたもの」を

「受けた者」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 市長は、災害その他非常の場合において必要があると認めるときは、他の公共下

水道管理者の指定を受けた者に前条に規定する工事を行わせることができる。 

 第４１条第１項中「として指定」を「の指定等」に改める。 

 別表第３下水道責任技術者の新規登録の項、下水道責任技術者の更新登録の項及び

下水道責任技術者証の再交付の項を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。ただし、第６条に１項を加える改

正規定は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第４１条及び別表第３の規定は、この条例の施行の日以後を有効期間の

初日とする指定工事店の指定又は更新の申請（以下「指定等の申請」という。）に

ついて適用し、同日前を有効期間の初日とする指定等の申請については、なお従前

の例による。 

  令和７年９月１日提出 

 

                         綾瀬市長 橘 川 佳 彦  

 

 （提案理由） 

 国の技術的助言である標準下水道条例の改正及び指定下水道工事店の責任技術者の

登録に関し、所要の改正をいたしたく提案するものであります。 

16



 

第５２号議案  

 

   工事請負契約の締結について 

 

令和７年度（仮称）早川コミュニティ供用施設建設工事（建築）の請負契約を次の

とおり締結します。 

１ 請負契約者 神奈川県横須賀市森崎１丁目１９番３号 

株式会社永和工業 

         代表取締役 西川 啓介 

２ 請負契約金額 ３７２，４１６，０００円    

３ 契約の方法 一般競争入札 

４ 履 行 場 所 綾瀬市早川２９３４番地地内 

令和７年９月１日提出 

 

綾瀬市長 橘 川 佳 彦  

 

（提案理由） 

令和７年度（仮称）早川コミュニティ供用施設建設工事（建築）の請負契約を締結

したいので、綾瀬市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

第２条の規定により提案するものであります。 
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第５３号議案 

 

   工事請負契約の変更について 

 

 令和６年度（仮称）蓼川コミュニティ供用施設建設工事（建築）の請負契約を次の

とおり変更します。 

１ 請 負 契 約 者 協同・小林特別共同企業体 

            代表構成員 

            神奈川県大和市中央３丁目５番５号 

            協同建工株式会社 

            代表取締役 宮﨑 康雄 

２ 変更前請負契約金額 ３３８，４１２，８００円 

  変更後請負契約金額 ３４５，０１１，７００円 

３ 変 更 理 由 公共工事設計労務単価等の改定に伴い、契約金額に変更が 

生じたため 

令和７年９月１日提出 

 

綾瀬市長 橘 川 佳 彦  

 

（提案理由） 

令和６年９月２日に議会の議決を経た令和６年度（仮称）蓼川コミュニティ供用施

設建設工事（建築）の請負契約を変更いたしたく、綾瀬市議会の議決に付すべき契約

及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により提案するものであります。 
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第５４号議案  

 

   工事請負契約の変更について 

 

  令和６年度光綾公園南側整備工事の請負契約を次のとおり変更します。 

１ 請 負 契 約 者 神奈川県綾瀬市寺尾南３丁目６番２５号 

時田建設株式会社 

            代表取締役 時田 大介 

２ 変更前請負契約金額 １９６，５３５，９００円 

  変更後請負契約金額 １９７，２２４，５００円 

３ 変 更 理 由 公共工事設計労務単価等の改定に伴い、契約金額に変更が

生じたため 

令和７年９月１日提出 

 

綾瀬市長 橘 川 佳 彦  

 

（提案理由） 

令和６年１１月２７日に議会の議決を経た令和６年度光綾公園南側整備工事の請負

契約を変更いたしたく、綾瀬市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に

関する条例第２条の規定により提案するものであります。 
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第５５号議案  

 

   工事請負契約の変更について 

 

令和６年度綾瀬市立綾西小学校空調設備機能復旧工事の請負契約を次のとおり変更

します。 

１ 請 負 契 約 者 神奈川県高座郡寒川町田端１１７７番地 

    株式会社勝栄工業 

            代表取締役 中内 靖修 

２ 変更前請負契約金額 １６１，２１１，６００円 

  変更後請負契約金額 １７５，１７９，４００円 

３ 変 更 理 由 公共工事設計労務単価等の改定に伴い、契約金額に変更が

生じたため 

令和７年９月１日提出 

 

綾瀬市長 橘 川 佳 彦  

 

（提案理由） 

令和６年１１月２７日に議会の議決を経た令和６年度綾瀬市立綾西小学校空調設備

機能復旧工事の請負契約を変更いたしたく、綾瀬市議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により提案するものであります。 
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第５６号議案  

 

動産の取得について 

 

次の動産を取得します。 

１ 動産の名称 綾瀬市内ＬＥＤ防犯灯 

２ 取 得 方 法 賃貸借契約期間満了後の無償譲渡 

３ 契 約 金 額 ３７９，１０４，０００円 

４ 契約の相手方 神奈川県横浜市西区みなとみらい３丁目６番１号 

         大和リース株式会社 横浜支社 

         支社長 寺田 博之 

５ 契約の方法 随意契約 

  令和７年９月１日提出 

 

 綾瀬市長 橘 川 佳 彦  

 

 （提案理由） 

 綾瀬市内ＬＥＤ防犯灯を取得したいので、綾瀬市議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により提案するものであります。 
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第５７号議案  

 

   動産の取得について 

 

  次の動産を取得します。 

１ 動産の名称 綾瀬スポーツ公園多目的広場人工芝 

２ 取 得 方 法 賃貸借契約期間満了後の無償譲渡 

３ 契 約 金 額 月額   ２，３４１，９００円 

         総額 １９６，７１９，６００円（８４か月） 

４ 契約の相手方 東京都港区西新橋１丁目３番１号 

三菱ＨＣキャピタル株式会社 公共営業部 

         部長 前田 純 

５ 契約の方法 一般競争入札 

令和７年９月１日提出 

 

綾瀬市長 橘 川 佳 彦  

 

（提案理由） 

綾瀬スポーツ公園多目的広場人工芝を取得したいので、綾瀬市議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により提案するものであり

ます。 
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                               第５８号議案 

 

指定管理者の指定について  

 

次のとおり指定管理者を指定するものとする。            

１ 管理を行わせる施設の名称及び所在地 

(1) 名 称 綾瀬市立もみの木園 

(2) 所在地 綾瀬市深谷上４丁目５番１号 

２ 指定管理者の名称及び所在地 

(1) 名 称 社会福祉法人唐池学園 

(2) 代表者 理事長 鶴飼 一晴 

(3) 所在地 綾瀬市吉岡字芦󠄀久保２３７７番地ロ号 

３ 指定の期間 

  令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで 

令和７年９月１日提出 

 

綾瀬市長 橘 川 佳 彦  

 

（提案理由） 

綾瀬市立もみの木園の管理について、指定管理者を指定いたしたく、地方自治法第

２４４条の２第６項の規定により提案するものであります。 
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　　　　令和６年度綾瀬市一般会計継続費精算報告書について

　地方自治法施行令第１４５条第２項の規定により、令和６年度綾瀬市一般会計継続費

令和５年度

令和６年度

計

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円

25,080,000 4,121,000 18,800,000 0 2,159,000

43,322,400 2,961,000 35,600,000 0 4,761,400

68,402,400 7,082,000 54,400,000 0 6,920,400

左        の        財        源        内        訳

実                           績

支 出 済 額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  令和６年度綾瀬市一般  

年 度事    業    名項款

特       定       財       源
一 般 財 源

北の台地区センター解体工事４ 社会教育費１０　教育費
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　第８号報告　

精算報告書を次のとおり調製したので報告します。

会計継続費精算報告書

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円
39,298,000 5,238,000 30,600,000 0 3,460,000

59,702,000 7,959,000 46,500,000 0 5,243,000

99,000,000 13,197,000 77,100,000 0 8,703,000

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円

14,218,000 1,117,000 11,800,000 0 1,301,000

16,379,600 4,998,000 10,900,000 0 481,600

30,597,600 6,115,000 22,700,000 0 1,782,600

令和７年９月１日提出　　　

綾瀬市長　橘　川　佳　彦　

全 体 計 画

特 定 財 源

比 較

一 般 財 源

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
年 割 額 と 支
出 済 額 の 差

左 の 財 源 内 訳

一 般 財 源
年 割 額

25



第９号報告  

 

   令和６年度決算に基づく健全化判断比率及び公営企業の資金不足比率に 

ついて 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定

により、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率並びに

公営企業の資金不足比率を別紙のとおり報告します。 

 令和７年９月１日提出 

 

綾瀬市長 橘 川 佳 彦  
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１ 健全化判断比率 

  （単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

― 

（１２．５９） 

― 

（１７．５９） 

１．４ 

（２５．０） 

― 

（３５０．０） 

備考 

  １ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合は、「―」と表示 

  ２ 将来負担額より充当可能財源等が多い場合は、「―」と表示 

  ３ 括弧内は、綾瀬市における早期健全化基準 

 

２ 公営企業の資金不足比率 

（単位：％） 

公営企業会計の名称 資金不足比率 

公共下水道事業会計 
― 

（２０．０） 

備考 

  １ 資金不足比率が算定されない場合は、「―」と表示 

  ２ 括弧内は、綾瀬市における経営健全化基準 
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○写  

令和７年８月２０日  

 

 綾瀬市長 橘 川 佳 彦 殿 

 

 

綾瀬市監査委員 見 上 正 信 

 

 

綾瀬市監査委員 石 井 麻 理 

 

 

   令和６年度決算に基づく健全化判断比率、公営企業の資金不足比率等の 

審査の意見について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定

により、令和６年度決算に基づく健全化判断比率及び公営企業の資金不足比率並びに

その算定の基礎となる事項を記載した書類を綾瀬市監査委員監査基準に準拠して審査

したので、別紙のとおり意見書を提出する。 
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令和６年度決算に基づく健全化判断比率、公営企業の資金不足比率等に 

係る審査意見書 

 

１ 審査の対象 

  健全化判断比率 

  公営企業の資金不足比率 

 

２ 審査期間 

   令和７年７月１７日から同年８月８日まで 

 

３ 審査の着眼点及び実施内容 

   審査に付された健全化判断比率及び公営企業の資金不足比率が、地方公共団体の

財政の健全化に関する法律その他関係法令に基づいて適正に算定されているか、そ

の算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかを主眼として審

査を実施した。 

 

４  審査の結果 

(1) 総合意見 

審査に付された次の健全化判断比率及び公営企業の資金不足比率の算定並びに

その算定の基礎となる事項を記載した書類の作成は、いずれも適正であると認め

られる。 

  ア 健全化判断比率                                          （単位：％） 

区 分 令和６年度 早期健全化基準 

 実質赤字比率 
―（▲ 6.60） 

赤字となっていない 12.59 

 連結実質赤字比率 
―（▲ 7.82） 

赤字となっていない 17.59 

 実質公債費比率 1.4 25.0  

 将来負担比率 ―（▲28.5） 350.0  

※実質赤字比率、連結実質赤字比率及び将来負担比率は、数値がマイナスの場合

は「―」と表記（マイナスの程度を（▲）で表示） 
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イ 公営企業の資金不足比率                                 （単位：％） 

区 分 令和６年度 経営健全化基準 

公共下水道事業会計 
―（▲8.8） 

資金不足となっていない 20.0  

※資金不足額がない場合は「―」と表示（▲は黒字の程度） 

(2) 個別意見 

本市の財政健全化及び公営企業の経営健全化については、いずれの指標におい

ても引き続き健全な状態にあると認められる。 

(3) 是正改善を要する事項 

特に指摘すべき事項はない。 
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